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論　文　事業場外資源が行うメンタルヘルス不調による休職者への職場復帰支援の実態と課題

メンタルヘルス不調による休職者の円滑な職場復帰及び職場復帰後の再休職を予防するた
めの有効な手段の 1つとして，事業場外資源による職場復帰支援が挙げられる。本稿では
2018 年度から 2020 年度にかけて行った「職場復帰支援の実態等に関する調査研究」から，
事業場外資源による職場復帰支援の実態，企業の事業場外資源の活用状況及び課題等につ
いて報告した。医療機関が行う職場復帰支援では，メンタルヘルス不調による休職者が復
帰後に安定的に勤務継続できるよう，「再発予防に向けた心理教育」「コミュニケーション
能力の向上」「自身が休職に至った経緯を振り返る機会」等のプログラムが提供されていた。
また，休職期間中のみならず，復職後のフォローアップ支援を行っている事業場外資源も
存在し，特に多くの地域障害者職業センターでは企業に対してのフォローアップ支援も実
施されていた。これらの事業場外資源が行う職場復帰支援の活用状況を企業に尋ねたとこ
ろ，アンケート調査に回答した 457 企業のうち約 1/3 にあたる 155 企業に利用経験があっ
た。活用した経験のある企業からは，休職者本人のみならず企業側にとっても有益な支援
である，といった趣旨の意見が複数見られた。ただし，過半数の企業では事業場外資源が
活用されていないという結果であり，事業場外資源の各機関においては，これらの機関が
提供する支援やサービスに関する情報を一層周知し，企業が活用しやすくすることが必要
であると考えられる。
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Ⅰ　は�じ�め�に

１　本報告の背景

　厚生労働省が実施した「令和 2年労働安全衛生
調査」の結果によると，過去 1年間にメンタルヘ

ルス不調により連続 1カ月以上休業した労働者が
いた事業所の割合は，50～99 人規模の事業所で
は 24.5％となっており，規模が大きい事業所ほど
その割合は多くなっている。そのため，多くの企
業でメンタルヘルス不調による休職者の職場復帰
への対応が求められているものと考えられる。
　円滑な職場復帰及び職場復帰後の再休職を予防
するための有効な手段の 1つとして，事業場外資
源 1）による職場復帰支援が挙げられる。厚生労
働省ではメンタルヘルス不調による休職者に対す
る職場復帰を促進するため，企業向けマニュアル
として，「心の健康問題により休業した労働者の
職場復帰支援の手引き」（2004 年 10 月作成，2009
年 3 月改訂）を公表している。この手引きでは，
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休職開始から復職後のフォローアップまでの 5つ
のステップが示されており，産業保健スタッフ等
の役割や事業主が行う配慮等が記載されていると
同時に，「職場復帰支援における専門的な助言や
指導を必要とする場合には，それぞれの役割に応
じた事業場外資源を活用することが望ましい」と
事業場外資源の活用についても推奨されている。

２　職場復帰支援を行う事業場外資源について

　わが国では，主に医療機関や独立行政法人高
齢・障害・求職者雇用支援機構が各都道府県に設
置・運営している地域障害者職業センター（以下
「地域職業センター」という）及び EAP 等の事業
場外資源で，メンタルヘルス不調による休職者を
対象とした職場復帰支援が実施されている。以
下，各機関の行う職場復帰支援について簡単な説
明を行う。
　なお，本稿では，医療機関で行われる職場復帰
支援を「復職支援プログラム」，地域職業セン
ターで行われる職場復帰支援を「リワーク支援」
と表記する。

（1）医療機関が行う復職支援プログラム
　1990 年代後半から一部の医療機関で復職支援
プログラムが開始され，その後同様のプログラム
がさまざまな病院へと広がりを見せ，2008 年に
うつ病リワーク研究会が組織された。その後
2018 年に一般社団法人日本うつ病リワーク協会
が発足している。医療機関で行われる復職支援プ
ログラムは，集団療法と心理療法が一体として提
供され，再休職の予防を最終目的とした，働き続
けるための病状の回復と安定を目指した治療であ
る（五十嵐�2018）。また，医師及び臨床心理士や，
作業療法士などの多職種によるチーム医療で構成
されることが多いことが特徴である。
　
（2）地域職業センターが行うリワーク支援
　地域職業センターでは，2005 年度からリワー
ク支援を実施している。リワーク支援は，うつ病
などにより休職中の従業員と企業の双方を対象
に，復職に向けたさまざまなサービスを行うもの
である。リワーク支援を利用するためには，休職

者がリワーク支援を受けられる状態にあり，か
つ，リワーク支援を受けることが望ましいと，休
職者，企業，主治医の 3者が考えていることが前
提となる（障害者職業総合センター�2021a）。
　
（3�）従業員支援プログラム（EAP）における職
場復帰支援

　従業員支援プログラム（以下「EAP」という）
はメンタルヘルス不調の従業員を支援するプログ
ラムのことであり，社外の機関によって提供され
る。一部の EAP機関では職場復帰支援も行われ
ている。EAP の職場復帰支援は実施機関により
違いはあるが，メンタルヘルス不調による休職者
への定期的な相談や，短期的なプログラムの提供
などが，休職者のニーズに合わせて実施されてい
る例がみられる（障害者職業総合センター�2021b）。
　
３　本稿について

　上述のように，事業場外資源が行う職場復帰支
援は，開始から一定の期間が経過しているが，こ
の間，精神疾患による休職者の増加や多様化，企
業におけるメンタルヘルス対策の推進やニーズの
変化等があると考えられ，職場復帰支援の現在の
実態について多角的な見地から把握する必要があ
る。また，メンタルヘルス不調による休職者の職
場復帰に向けた企業の取組に関する先行調査の中
には，事業場外資源の活用状況について明らかに
したものは少ない。
　このような状況を踏まえ，障害者職業総合セン
ターでは，2018 年度から 2020 年度にかけ「職場
復帰支援の実態等に関する調査研究」（障害者職
業総合センター�2021b）に取り組み，職場復帰支
援の実態を把握するため，医療機関，地域職業セ
ンター及び企業等を対象とした複数の調査を実施
した。
　本稿では，上記調査研究における各調査結果を
紹介し，事業場外資源による職場復帰支援の実
態，企業の事業場外資源の活用状況，及び課題等
について報告する。
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Ⅱ　医療機関が行う復職支援プログラム

　「職場復帰支援の実態等に関する調査研究」の
中で，医療機関において行われている復職支援プ
ログラムの具体的な内容等を把握することを目的
に，医療機関を対象とした調査を行った。本節で
は，医療機関で行われている復職支援プログラム
の具体的な内容等について，調査結果をもとに紹
介する。
　
１　調査の方法

　調査実施時点において日本うつ病リワーク協会
に所属している医療機関（181 機関）を対象とし
てアンケート調査を実施した。アンケート調査の
期間は 2018 年 9 月～10 月，回答数は 52 機関（回
収率：28.7％）で，すべて有効回答とみなされた。
調査票の主な内容は次のとおりであった。①復職
支援プログラムの実施体制，②復職支援プログラ
ムの対象者，利用者数，復職者数，③復職支援プ
ログラムの内容，④復職支援プログラム終了者に
対するフォローアップの取組，⑤今後の課題。
　また，アンケート調査に回答した医療機関から
5機関を選定してヒアリング調査を実施した。
　
２　結　果

（1�）復職支援プログラムの利用者における疾患
の割合

　利用者について疾患別に見ると，うつ病が 61.7％

と最も多く半数を超えていた。次いで，適応障害
が 12.4％，そううつ病・双極性障害が 11.0％で
あった。
　
（2�）復職支援プログラムにおける主要プログラ
ムの分類とその内容

　復職支援プログラムの具体的な内容について把
握するため，回答医療機関において実施している
主要プログラムについて最大 3つを取り上げても
らい，各プログラム内容の詳細について自由記述
で記載いただいた。記載された内容を研究担当者
2名にて分類を試みた結果が図 1である。以下，
自由記述の内容やヒアリング調査の結果をもと
に，プログラムの内容や特徴等について記載す
る。
　
　ア　「心理教育」
　主要プログラムとして最も多く回答の集まった
プログラムは，「心理教育」であった。「心理教
育」とは，疾病理解，症状の自己理解（セルフモ
ニタリング），セルフコントロールを主目的とし，
講師がいてテキストを使用するような講義形式等
で実施しているものである。回答医療機関におい
ては，「うつ病等の疾患や薬物療法等その治療方
法や障害に関する理解」「再発予防」「睡眠，食
事，運動，生活リズムを保つことの必要性」「ス
トレスマネジメント」「セルフケアの方法」等に
ついてテーマとして取り上げていた。

図 1　医療機関の復職支援プログラムの内容（最大 3つ）
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　イ　「認知行動療法」
　「認知行動療法」は人間の気分や行動が認知の
あり方（ものの考え方や受け取り方）の影響を受け
ることから認知の偏りを修正し，問題解決を手助
けすることによって精神疾患を治療することを目
的とした構造化された精神療法である（厚生労働
省�2009）。
　
　ウ　「グループワーク」
　「グループワーク」とは，集団でさまざまな
テーマについて話し合ったり，何らかの共同作業
を行うものである。「グループワーク」は，医療
機関によってテーマや進め方等の内容が多様で
あった。その中でも，「復職支援」を意識し職場
に近い環境を想定したり，グループの中での役割
分担を決めて実施する例が半数程度あった。ま
た，休職に至った経緯等についてのグループ内で
の話し合いを通じて，復職後の対応や自分の課題
等について利用者に考えてもらうことを意図する
例もあった。さらに，復職が近い利用者につい
て，名称は「再発予防プラン」「私のマニュアル」
など，復職を念頭に置いてプログラム終了後の自
分についてまとめた成果物を作成する取り組みも
見られた。
　
　エ　「コミュニケーショントレーニング」
　「コミュニケーショントレーニング」は利用者
のコミュニケーション力の向上に着目したトレー
ニングで，具体的には「SST（ソーシャルスキル
ズトレーニング）」や「アサーショントレーニン
グ」が多くの医療機関で提供されていた。
　「SST」は認知行動療法の理論に基づいたリハ
ビリテーション技法のひとつで，「社会生活技能
訓練」と訳されており，自分の考えや感情を上手
に表現することや，生活の中で場面に合った適切
な行動ができるようにする等，コミュニケーショ
ン技能の向上を図るものである（成瀬・加納�
2019）。「アサーション」とは，自分の意見や考え，
欲求，気持ちなどを率直に，かつその場の状況に
合った適切な方法で述べる自己表現のあり方を指
すもので，「アサーショントレーニング」とは，
このような自己表現のスキルを訓練するものであ

る（川野編�2017：4-5）。
　
　オ　「作業訓練」
　作業訓練は個人単位で行う場合と集団単位で行
う場合のそれぞれがあり，例えば復職後に想定さ
れる業務に近い作業（例：パソコンデータの入力
等）や，疾患等について学習した内容についての
プレゼンテーション資料の作成を行う，課題図書
の感想文を作成する，といったことが行われてい
た。
　
　カ　その他のプログラム
　心身のリラックスを促すことや，体力増進，ス
トレス解消を意図している「運動・リラクゼー
ション」，これまでの働き方の振り返りと今後の
働き方等について考える「働くこと・キャリア」
などのプログラムも実施されていた。
　
（3�）復職支援プログラム終了後のフォローアッ
プ支援

　ア　フォローアップ実施の有無
　回答医療機関における復職支援プログラム終了
後のフォローアップの取組の有無については，
「あり」が 47 機関（90.4％），「なし」が 5 機関
（9.6％）であった。

　イ　フォローアップの内容
　フォローアップの取組が「ある」と回答した医
療機関からの回答のうち，フォローアップの内容
（複数回答）について最も多かった回答は「個別
面談」（72.3％）であり，次いで「プログラムの提
供」（63.8％）であった（図 2）。なお，職場訪問を
行っていたのは，1機関のみであった。

　ウ�　フォローアップ支援で提供されるプログラムの
具体的内容

　フォローアップ支援では「プログラムの提供」
が 63.8％の機関で提供されている。この，フォ
ローアップ支援で提供される「プログラム」の具
体的内容について自由記述で回答を得た。得られ
た結果の概要については以下のとおりである。
　まず何らかの集団プログラムを実施している機
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関が目立った。集団プログラムとは，協同作業，
役割分担，対人スキル向上などを主な目的として
実施し，集団で行う意図が明らかなプログラムで
ある。自由記述に記載された集団プログラムの主
な内容としては，「復職者同士が復職後の報告や
現在直面している問題，復職支援プログラムで学
んだことの中で職場で活用していること等につい
て話し合い，お互いにフィードバックを行う」と
いうものが多かった。振り返りシートや週間活動
記録票といったツールを用いている例もあった。
これらの集団プログラム実施後，希望者に面談等
の個別対応を行う例もあった。また，復職者に加
え，現在休職中の現プログラム利用者も参加し，
自由な意見交換や交流を行うものもあった。
　次いで，特定の心理プログラムを実施している
機関も一定数見られた。特定の心理プログラムと
は，認知行動療法，SST，グループカウンセリン
グなどの特定の心理療法を実施するプログラムで
ある。自由記述に記載された特定の心理プログラ
ムの主な内容としては，年間テーマを設定した心
理教育及び演習，復職後の問題等をテーマとした
認知行動療法や SST の実施，復職後の生活リズ
ムの振り返りとグループシェア（場合により，各
利用者のニーズに応じた個別対応を実施）等があっ
た。
　その他，個別面談，スポーツ，レクリエーショ
ン，リラクゼーション法といった内容も見られ
た。

　
３　医療機関で行われる復職支援プログラムに関
する考察

　冒頭で説明したように，医療機関で行われる復
職支援プログラムは治療の一環であり，病状の回
復や安定を目指すものであるが，併せて復職後を
見据え職場に近い環境を想定して実施する取組の
例も調査を通して確認された。例えば「作業訓
練」では，休職前に行っていた業務や復職後に想
定される業務に近い取組を行う例，作業を職場と
同様のタイムスケジュールで行う例等があった。
このほか，医療機関に対するヒアリングでは，復
帰が近くなると，本人の希望を聞いて，実際の業
務に近いことを行ってもらうという例があった。
このように，さまざまなプログラムの中で利用者
の復職後を意識した内容を設定しているという特
徴がみられた。
　また，名称は「再発予防プラン」「私のマニュ
アル」など医療機関によってそれぞれであるが，
復職を念頭に置いて休職に至った経緯やプログラ
ム終了後の自分について等をまとめた成果物を書
いてもらっているという例があった。ヒアリング
調査の結果によれば作成した成果物については，
復帰後に，会社に提出する，又は会社への説明時
の手持ち資料として活用する等，利用者によって
活用方法がそれぞれであった。利用者がプログラ
ム中に作成する成果物については，自己理解を促
進するとともに，本人の円滑な職場復帰を促進す
る上でも，本人が希望すれば会社に情報提供する
成果物として有用なものになる場合があると考え

図 2　医療機関のフォローアップの内容（複数回答）
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るが，その内容については，医療機関のスタッフ
の助言を受けたり，意見交換を行いながら作成す
ることにより，一層客観性が高まるものと考え
る。
　フォローアップ支援で提供されるプログラムの
内容としては，集団プログラム，特定の心理プロ
グラムが中心となっていた。フォローアップ支援
の狙いとしては，実施内容を踏まえると，復職支
援プログラムで学んだことが復職後の職場で活用
できているかの確認や，復職後に発生した新たな
課題への対処法の検討などを通して再発や再休職
を防ぐことにあると考えられる。一方，フォロー
アップ支援において職場訪問はあまり行われてお
らず，利用者の復職先企業と連携することの難し
さが垣間見えた。

Ⅲ�　地域職業センターが行うリワーク支
援におけるフォローアップ支援

　地域職業センターで行われているリワーク支援
の内容については，複数の報告（佐藤�2013；加賀�
2013；障害者職業総合センター�2016）があるが，リ
ワーク支援終了後に行われるフォローアップ支援
の実施状況についての報告はあまり見られず，そ
の全体像は明らかとなっていない。そこで，地域
職業センターのリワーク支援におけるフォロー
アップの実態について把握することを目的とした
アンケート調査を行った。本節ではその結果か
ら，リワーク支援におけるフォローアップ支援の
内容について紹介する。
　
１　調査の方法

　地域職業センター 48 所を対象としてアンケー
ト調査を実施した。アンケート調査の期間は
2018 年 10 月～11 月，回答数は 46 所（回収率：
95.8％）であった。調査票の主な内容は次のとお
りであった。①フォローアップ支援の実施内容，
②フォローアップ支援実施における課題，③フォ
ローアップ支援に関する企業や利用者からの相談
内容等。

　
２　結　果

（1�）リワーク支援利用者及び復職者の疾患の割
合

　2017 年 4 月～2018 年 3 月のリワーク支援の利
用者及び，利用者のうち 2018 年 4 月末時点での
復職者について，主治医の意見書等に記入されて
いた疾患ごとに回答を求めた。各地域職業セン
ターの利用者の疾患割合の平均を求めたところ，
うつ病（そううつ病を含む）が最も多かった
（65.1％）。次いで，「その他」（31.7％）が多かった
が，その中で疾患名を分類したところ，「適応障
害」が最も多く，「不安障害」「抑うつ状態，うつ
状態」と続いた。
　
（2�）リワーク支援終了者へのフォローアップ支
援

　ア　フォローアップ支援の実施の有無
　リワーク支援の終了者に対するフォローアップ
のための取組の有無について回答を求めたとこ
ろ，回答した 46 所のうち，45 所（97.8％）の地
域職業センターでフォローアップの取組が行われ
ていることが示された。以下の設問はこの 45 所
に対して回答を求めた。
　
　イ　フォローアップの取組内容
　フォローアップで実施している内容について，
当てはまるものすべてに回答を求めた。その結
果，「電話，メール，手紙による助言」（86.7％）
が最も多く選択された。次いで，「個別面談」と
「電話，メール，手紙による状況確認」（いずれも
84.4％），「職場訪問」（53.3％）の順となっている
（図 3）。

　ウ　フォローアップの目的
　フォローアップで想定している目的について当
てはまるものすべてに回答を求めたところ，「モ
チベーション」「コミュニケーション」（いずれも
71.1％）の 2つが最も多く選ばれた。次いで，「症
状理解」（66.7％），「自己洞察」（60.0％）の順と
なっている（図 4）。
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（3�）リワーク支援終了者が所属する企業に対す
るフォローアップ支援

　ア�　企業に対するフォローアップ支援の実施の有無
　リワーク支援終了者が所属する企業に対する
フォローアップのための取組等の有無について回
答を求めたところ，46 所のうち，36 所（78.3％）
の地域職業センターが「ある」と回答した。以下
の設問は，企業に対するフォローアップ支援を実
施していると回答した 36 所を対象に回答を求め
た。
　
　イ　企業に対するフォローアップ支援の内容
　企業に対するフォローアップ支援の内容につい
て当てはまるものすべてに回答を求めたところ，
「電話，メール，手紙による助言」（80.6％）が最
も多く選択され，次いで，「電話，メール，手紙
による状況確認」（75.0％），「職場訪問」（58.3％）
となっている（図 5）。さらに，具体的な取組の内
容について，自由記述で回答を求めたところ，定
期的な面談やケース会議の実施（例：復職後 1,�3,�

6 カ月をめどに，事業所訪問等による面談・ケース会
議を実施），ジョブコーチ支援（例：ジョブコーチ
が職場を訪問し，復職者の上司や同僚に対し，障害
特性を踏まえた対応に関する助言や支援を行ってい
る），復職者からの相談内容の職場への共有（例：
本人とのフォローアップの相談内容から，職場と共
有することが必要だと思われる事項に関し，本人の
同意を得て伝達している）といった内容が挙げら
れた。

　ウ�　企業に対するフォローアップで想定している
目的

　企業に対するフォローアップで想定している目
的について，自由記述で回答を求めた。想定して
いる目的は，「受入れ体制（業務・職場環境・本人
への対応方法）の相談・助言」「障害特性の理解促
進」「本人の状況（リワークの取組状況等）の説明」
「復職後の適応状況の確認」「職場定着への助言・
相談」「周囲の従業員の状況確認」等，幅広く設
定されていた。

図 3　地域職業センターが復職者本人に対して行うフォローアップの内容（複数回答）

図 4　�地域職業センターが復職者本人に対して行う
フォローアップの目的（複数回答）
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３　地域職業センターで行われるリワーク支援終
了後のフォローアップ支援に関する考察

　リワーク支援終了者へのフォローアップ支援の
目的としては，「モチベーション」と「コミュニ
ケーション」が多くの回答を集めた。休職者を対
象とした先行研究では，復職を成功させるために
重要なこととして，「職場に復帰したい気持ちが
ある」が挙げられており（原口ほか�2013），モチ
ベーションを目的とした支援は休職者から必要と
されていると考えられる。また，休職回数が複数
回ある休職者は，初回の休職者より対人葛藤が強
く，それが再休職の要因となっていることが示唆
されている（中村ほか�2013）。そのため，再休職
予防のためにも，復職後のコミュニケーションを
目的とした支援は重要であると考えられる。
　また，回答した地域職業センターのうち，36
所（78.3％）のセンターでリワーク支援終了者が
所属する企業に対して，フォローアップの支援を
実施することがあると回答した。企業へのフォ
ローアップで想定される目的は幅広く，復職者本
人を取り巻く企業内の環境も含め具体的な助言や
サポートが行われることで，復職者を受け入れる
職場側の不安感も軽減され，復職後の職場定着は
一層促進されるものと考えられる。
　
Ⅳ　企業の事業場外資源の活用実態

　ここまで事業場外資源が行う職場復帰支援につ
いて調査結果をもとに紹介してきた。これらの事
業場外資源が行う職場復帰支援について，企業に
おける活用の実態についてはあまり報告がみられ

ない。そこで，事業場外資源の活用状況等を把握
するため，企業に対するアンケート調査を実施し
た。
　
１　調査の方法

　調査時点（2019 年 10 月）における国内のすべ
ての上場企業を対象とし，調査回答日現在の状況
についてアンケートへの回答を求めた。本調査は
調査対象企業の人事・労務担当者宛てに，2019
年 10 月 25 日に調査票を一斉発送し，同年 11 月
25 日を投函締め切り日として回答を求めた。調
査対象 3740 企業中 465 企業（12.4％）から回答が
あり，すべて有効回答とした。主な調査事項は次
のとおりである。①社内のメンタルヘルス対策，
②休職 ･復職の実態，③メンタルヘルス不調者に
対する事業主の措置，④事業場外資源の利用状
況。今回はこの中から特に事業場外資源の利用状
況に焦点を当て，結果を紹介する。
　
２　結　果

（1）休職制度等の有無
　まず，メンタルヘルス不調を伴う私傷病に適用
可能な休職制度等の有無について回答を求めたと
ころ，回答企業の 98.3％（457 企業）が「ある」
と回答した。
　本調査では休職制度等を有する企業における，
休・復職した社員に対する企業の措置や事業場外
資源の活用実態等を把握したいと考えた。このた
め次の設問は休職制度等が「ある」と回答した企
業にのみ回答を求めている。
　

図 5　�地域障害者職業センターが企業に対して行うフォローアップの内容（複数回答）
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（2）事業場外資源の利用状況
　休職制度等が「ある」と回答した 457 企業に対
し事業場外資源の利用状況について回答を求めた
ところ，本調査の回答者が現職に着任後，企業ま
たは社員が地域職業センターのリワーク支援を利
用したと回答した企業は 19.7％，医療機関の復職
支援プログラムについては 19.5％，EAP につい
ては 7.7％，その他の事業場外資源については
5.3％の利用状況であった。一方，過半数の
56.9％の企業では，企業または社員が事業場外資
源を利用していなかった（図 6）。なお，本設問は
複数回答であったが，事業場外資源を利用した企
業の実数は 155 企業となっている。この 155 企業
は，休職制度等が「ある」と回答した 457 企業の
約 1/3（33.9％）に当たる。

（3�）利用した事業場外資源に対して期待した事
項

　何らかの事業場外資源を利用した 155 の各企業
に対して，「近年，利用した社員数が最も多かっ
た事業場外資源」を問うた設問に，150 企業が回
答した。その結果，「地域職業センターのリワー
ク支援」（35.5％），次いで「医療機関の復職支援
プログラム」（34.2％），次に「コンサルタント会
社等の従業員支援プログラム（EAP）」（16.8％）
の順で多かった。本設問に回答した 150 企業が，
その利用に当たり期待した事項は，表 1のとおり
である。なお，企業が期待した事項の延べ件数が
最も多かった事業場外資源は，最も多くの企業か
ら利用されていた地域職業センターだった。地域
職業センターに対しては他の事業場外資源に比

図 6　事業場外資源の利用状況（複数回答）
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表 1　事業場外資源に期待した事項別の企業数（複数回答）

複数回答あり 企業数
合計

医療機関の
復職支援
プログラム

地域職業
センターの
リワーク

EAP その他

休職者等のメンタルヘルス不調の回復 94 42＊＊ 33 11▽ 8
休職者等や復職者の相談・助言 78 20 29 20 9
休職者等の業務遂行能力の回復 75 29 38 5▽▽ 3▽▽

不調や休職の原因の解明と企業の対応のヒント 67 15 28 15 9
休職者等のコミュニケーション能力の向上 64 23 32 5▽▽ 4
復職後の再休職の防止に向けた何らかのサービス 57 20 23 9 5
休職中の体調・病状等の把握と企業への説明 48 9▽ 23 9 7
社員のメンタルヘルス不調に対応しているスタッフの相談役 36 4▽▽ 10 16＊＊ 6
休職していない社員を含めた，メンタルヘルス不調の予防・改善の
ための企業への助言，社員への協力等 30 4▽▽ 3▽▽ 14＊ 9＊

休職者等と職場の意見・人間関係の調整 22 4 11 4 3
その他 9 3 1 3 2
期待事項の延べ件数 580 173 231 111 65
＊＊�▽▽�<.01　　＊�▽�<.05　　n=150
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べ，幅広い分野の事項が，バランスよく期待され
ていた。これに対し，医療機関については「休職
者等のメンタルヘルス不調の回復」に期待する企
業数が，また EAP機関については「社員のメン
タルヘルス不調に対応しているスタッフの相談
役」と「休職していない社員を含めた，メンタル
ヘルス不調の予防・改善のための企業への助言，
社員への協力等」との 2項目に期待する企業数が
有意に多かった。
　
（4）事業場外資源の利用理由
　（3）の 150 企業に対し，社員がメンタルヘルス
不調で休職した際に「事業場外資源を利用した理
由」を質問した。その結果，最も多くの企業が挙
げた項目は，「会社が社員に事業場外資源の存在
を情報提供した（または利用を勧めた）から」
（55.3％）であった。
　
（5）復職後に受けた支援
　（3）の 150 企業の復職者と企業のそれぞれが，
復職後に最も多く事業場外資源から受けたフォ
ローアップ支援は，復職者は「不調が生じた際の
相談」（34.7％），事業主は「職場再適応への助言
（休職者の特性や対応方法）」（36.7％）だった（表
2）。
　

（6）事業場外資源の支援が有用であった理由
　企業が事業場外資源から受けたフォローアップ
支援の各項目について，それが有用であった場合
に，その理由を自由記述で尋ねた。その結果 45
企業から回答があり代表的な意見を表 3に整理し
た。なお，企業が受けたフォローアップ支援の内
訳として「事業主が受けた支援」と「復職者本人
が受けた支援」の 2つが存在するが，こちらに記
載されている有用だった理由は，いずれについて
も事業主からの意見であることに留意が必要であ
る。
　
３　企業における事業場外資源の活用状況に関す
る考察

　企業アンケート調査では，事業場外資源から受
けた支援は，メンタルヘルス不調による休職から
復帰した者の再休職防止や職場定着に効果がある
という声が一定数集まっている。また，メンタル
ヘルス不調で休職した対象者本人にとっても効果
がある一方で，休職者の職場復帰に取り組む労務
管理担当者や休職者の上司・同僚などの企業側に
とっても，有用なサポートになっているものと見
受けられた。
　なお，休職制度等が「ある」と回答した 457 企
業の約 1/3（33.9％）である 155 企業に事業場外
資源の利用経験があることが示された一方で，過

表 2　事業場外資源から受けたフォローアップ支援の内容（複数回答）

複数回答あり 企業数 ％
復職者が受けた支援 不調が生じた際の相談 52 34.7

復職者のためのプログラム（※）への参加 51 34.0
定期的な面談，メール，電話 46 30.7
職場再適応への助言（特性の自己理解の促進） 46 30.7
休職中に受講したプログラム（※）の継続受講 13 8.7
ジョブコーチ支援 11 7.3

事業主が受けた支援 職場再適応への助言（休職者の特性や対応方法） 55 36.7
職場再適応への助言（制限勤務から通常勤務への円滑な移行） 32 21.3
休職者同意の下，休職者からの相談内容の共有 32 21.3
問題が生じた際の相談・助言 26 17.3
定期的なケース会議，相談の実施 11 7.3
ジョブコーチ支援 8 5.3
その他 4 2.7
わからない 14 9.3
支援を受けていない 19 12.7

n=150
※体調管理やコミュニケーションなどの向上を目的としたグループワークや講座など
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表 3　事業場外資源から受けたフォローアップ支援が有用であった理由（事業主の意見）
医療機関 地域職業センター EAP

復職後のフォローアップ支援が有用であった理由（企業の意見）

事
業
主
が
受
け
た
支
援

職場再適応への助言
（休職者の特性や対応方
法）

⃝�休職者の特性や対応方法の助言をも
らうことにより，再発を未然に防
げ，似たような状況の社員に対して
も応用して対応することができた。

⃝�ケースに合った具体的な助言によ
り，再発防止ができた。

⃝�休職者への適切な対応を検討でき
る。

⃝�自己理解を進め，個人に合わせた
対処法をアドバイスできる。

職場再適応への助言
（制限勤務から通常勤務
への円滑な移行）

⃝�主治医からなぜリワークが終わった
のか具体的にわかる資料を頂き共有
することで職場内制限の決定に活用
できた。

⃝�早期の完全復職へ導くことができ
た。

⃝�工場の方でのメンタル不調者が初め
てだったので専門家の助言はかなり
参考になった。

⃝�当社での就労，復帰対応について
のサポートやアドバイスができ
る。

休職者同意の下，休職者
からの相談内容の共有

⃝�主治医とお手紙でやりとりを行い復
職時の情報として活かすことができ
た。

⃝�相談内容を共有することで職場や業
務の見直しを行え，社員が休職にな
る事態を未然に防げた。またより良
い職場環境を作ることができた。

⃝�休職者の特性理解ができる。
⃝�中間報告などで，休職者の状況説明
をして頂いて，助かりました。

⃝�職場内での改善に向けて関係者間
で情報共有できる。
⃝�安定した就労を継続するため。

問題が生じた際の相談・
助言

⃝�休職者特性に応じた適切対応。 ⃝�復職者が，直接職場に言い難いこと
なども，第三者を通して，課題の共
有ができた。（電話，メールを利
用）。

⃝�復職者との関係性が事業外資源とで
きあがっている場合，会社の意思を
うまく伝えてもらうことができる。

⃝�比較的にスピード感を持って対応
頂けるところ。
⃝�人事には言いづらい話も言えるこ
と。

定期的なケース会議，相
談の実施

⃝�月に一度の来訪サービスで継続対
応が図れること。

ジョブコーチ支援 ⃝�職場での配慮及び本人の状況確認に
つながり良かった。

⃝�再発防止のための助言，支援。

復
職
者
が
受
け
た
支
援

不調が生じた際の相談 ⃝�復職者が選択できるところ。
⃝�再発防止のための早期対応がとれ
る。

⃝�リワークカウンセラーのアドバイス
を得る事で持ち直した。

⃝�復職者が安心感を持てる。
⃝�自身で判断できないことや，社内
外での問題等，気になることにつ
いて幅広く相談可能。

復職者のためのプログラ
ム（※）への参加

（※）�体調管理やコミュ
ニケーションなど
の向上を目的とし
たグループワーク
や講座など。

⃝�休職中に落ちてしまった他者とのコ
ミュニケーション力を職場復帰する
前にある程度改善することができス
ムーズに復帰できた。

⃝�ヨガや体操などのプログラムで体調
不良へのサポートが出来た。

⃝�同じような立場の人のサポートによ
り自己理解を深めていた。

⃝�復職後の生活リズムを整える為。
⃝�仲間との交流が有用であったと本人
から伺った。

⃝�復職者の特性に基づいた対応の助
言。
⃝�短期間（1 カ月）ではあるがリ
ワークプログラムの要点を組合せ
たプログラムになっていること。

定期的な面談，メール，
電話

⃝�定期的に受診，面接することで安心
して休むことができていた。

⃝�観察（直接面談）。
⃝�本人の特性を理解しているのでフォ
ロー，アドバイスが的確。

⃝�不調への早期対応。
⃝�再発防止のための早期対応がとれ
る。

⃝�体調管理。
⃝�復職後の経過説明や相談の機会がよ
い振り返りとなっている。

⃝�定期的なコンディションの把握が
できる。
⃝�心の相談窓口としては有効であ
る。
⃝�復職者が安心感を持てること。
⃝�復職者の様子がわかる（変化等）。
⃝�復職後のフォロー。

職場再適応への助言
（特性の自己理解の促進）

⃝�本人の思考の偏りを本人が自覚する
ことによってマイナス思考の考え方
が改められた。

⃝�会社適応で見えてきた課題の解決，
気付き。

⃝�復職者自身が自分の限界値を理解で
き，それにより今後は再発する手前
での発見・相談・対応が可能となっ
た。

⃝�自己理解が進むことで対応方法も明
確にできる。

⃝�復職した社員のためプログラムの
中で自分を振り返ること。
⃝�自己の振り返りへのサポートによ
り，気づきを促し，再発防止への
アドバイスがもらえる。

休職中に受講したプログ
ラムの継続受講

⃝�リワークで身に付けたことを会社適
応の中で再認識，気付き。

⃝�段階を追ったリワークプログラムで
少しずつ体調の回復を実感できた。

⃝�再発防止。

ジョブコーチ支援 ⃝�定期的に相談ができて良い。
⃝�考え方のクセを再度見直す機会と
なった。

⃝�復職後の不安等の相談。



日本労働研究雑誌48

半数の（56.9％）の企業では事業場外資源が利用
されていなかった。事業場外資源利用の判断のた
めには，その機関が提供する支援やサービスが，
企業や休職者本人にとって適切なものであるかど
うかを検討する必要がある。本稿では紙幅の関係
上掲載ができなかったが，企業アンケート調査の
自由記述や企業ヒアリング調査からは，事業場外
資源の活用を検討しているものの「休職者本人に
合っているかどうかわからない」「いろいろな組
織，団体があり，それぞれの特徴がわかりにく
い」といった趣旨の意見も挙げられていた。事業
場外資源の各機関においては，これらの機関が提
供する支援やサービスに関する情報を一層周知
し，活用しやすくしていくことが必要であると考
えられる。またその際には，企業にとって有益な
ものであるかどうかの判断に資するため，事業場
外資源がどのような支援を提供できるのかといっ
た，具体的かつ専門的な情報をよりわかりやすく
提供することが求められる。

Ⅴ　結　　論

　本稿では，事業場外資源及び企業へ行った調査
から，事業場外資源が行う職場復帰支援の実態
や，企業の活用状況について紹介してきた。専門
的知見を有する事業場外資源から職場復帰に関す
る支援や助言等を受けることで，企業がメンタル
ヘルス不調による休職者に対して行う職場復帰や
復帰後の定着の取り組みはより効果を増すと考え
られる。一方で，事業場外資源が行う職場復帰支
援について，より企業が活用しやすくなる方策も

　むらくき・よういち　独立行政法人高齢・障害・求職者
雇用支援機構�障害者職業総合センター研究員。主な著作に
「職場復帰支援の実態等に関する調査研究」調査研究報告書
No.�156（2021 年）。社会福祉学専攻。

 1）事業場外でメンタルヘルスヘの支援を行う機関及び専門家の
ことで，本稿では主に医療機関，地域障害者職業センター，従
業員支援プログラム（EAP）実施機関の 3機関を想定してい
る。
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